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○小樽市公の施設の指定管理者に関する条例

平成15年12月24日条例第33号制 定

平成18年12月27日条例第53号最近改正

（目的）

この条例は、別に定めるもののほか、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」と第１条

いう。）第２４４条の２第３項の規定に基づき公の施設の管理を指定管理者に行わせようとする場

合における指定管理者の指定の手続その他必要な事項を定めることを目的とする。

（指定管理者の選定方法）

市長（教育委員会が所管する公の施設にあっては、教育委員会。第６条を除き、以下同第２条

じ。）は、公の施設の管理を行わせるため、指定管理者に指定する法人その他の団体（以下「法人

等」という。）の選定をしようとするときは、公募による申請に基づき行うものとする。この場合

において、市長は、当該公の施設の設置目的、関係法令の規定その他の理由により必要があると認

めるときは、指定管理者として指定を受けることができる法人等としての条件を付することができ

る。

前項の規定にかかわらず、市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該公の施設の指定２

管理者として業務を遂行する能力を有すると認める法人等の同意を得て、公募によらないで任意に

当該法人等を指定管理者として選定することができる。

 第４条の規定による申請をする法人等がない場合

 第４条の規定による申請をした法人等の中に、第５条各号に掲げる基準に照らし指定管理者と

して適当なものがないと市長が認める場合

 公の施設の性格、規模、機能等を考慮し、公募によることが適当でないと認める場合

 前号に準ずるものとして市長が必要と認める場合

（公募に係る告示）

市長は、前条第１項の公募をしようとするときは、次に掲げる事項を申請期間の初日の１月第３条

前までに告示しなければならない。

 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称

 申請期間

 申請に当たっての提出書類

 前条第１項後段の条件を付する場合にあっては、その条件

 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項

市長は、前項第２号の申請期間について、少なくとも１４日以上の期間を設けなければならない。２

第１項の規定による告示は、同項第２号の申請期間の末日まで掲示するものとする。３

（申請の方法）

指定管理者の指定を受けようとする法人等（第２条第２項の規定に基づき選定される法人等第４条

を除く。）は、前条第１項第２号の申請期間内に、規則で定める申請書に次に掲げる書面を添えて、

市長に申請しなければならない。

 指定管理者の指定を受けようとする公の施設についての事業計画書

 前号に掲げるもののほか、規則で定める書類

（選定基準）

市長は、前条の規定に基づく申請があったときは、次に掲げる基準に照らし総合的に審査し、第５条

当該申請をしたものの中から指定管理者として指定しようとする法人等を選定するものとする。

 当該公の施設の管理を安定して行うことができること。

 当該公の施設の効果的かつ効率的な管理ができること。

 当該公の施設の使用について、公正性及び公平性の確保ができること。

（教育委員会に関する通知）

教育委員会は、その所管する公の施設の指定管理者として指定しようとする法人等を選定し第６条

たときは、その旨を市長に通知しなければならない。
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市長は、前項の規定により通知を受けた法人等について指定管理者に係る議会の議決があったと２

きは、速やかにその旨を教育委員会に通知しなければならない。

（指定の告示及び通知）

市長は、第２条の規定により選定した法人等について議会の議決を経て指定管理者に指定し第７条

たときは、その旨を告示するとともに、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定めるものに対し

通知しなければならない。

 第２条第１項の規定に基づき選定した法人等を指定するとき 第４条の規定により申請をした

法人等

 第２条第２項の規定に基づき選定した法人等を指定するとき 当該法人等及び同項第２号の規

定に基づき選定した場合にあっては同号の法人等

（一括業務委託の禁止）

指定管理者は、当該公の施設の管理に係る業務を一括して第三者に委託してはならない。第８条

（事業報告書）

法第２４４条の２第７項の事業報告書は、毎年度終了後２月以内に市長に提出しなければな第９条

らない。ただし、年度の途中において、同条第５項の規定により定められた期間が満了し、又は同

条第１１項の規定により指定を取り消された指定管理者にあっては、その期間が満了した日又はそ

の取消しを受けた日（以下これらを「期間満了等の日」という。）までに係る事業報告書を、期間

満了等の日から２月以内に市長に提出しなければならない。

前項の事業報告書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。２

 当該公の施設に係る管理業務の実施状況及び利用状況

 当該公の施設の利用に係る収入の実績、管理経費等の収支状況等

 前２号に掲げるもののほか、指定管理者による当該公の施設の管理の実態を把握するために市

長が必要と認める事項

（委任）

この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。第１０条

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

（平18．12．27条例53）抄附 則

（施行期日）

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。１
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